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1．はじめに
　第二次世界大戦終結後，世界経済のフレームワ
ークは大きく変容したといえる。先進国経済のす
がたについてはどうかと問えば，当然のごとく，
確かに変容した。それとともに，遅れた国々の経
済もそのすがたをおよそ 65年の間に変容したと
いえる。世界経済が安定的に推移してきたかとい
えば，決して安定してきたと捉えることはできな
いし，世界経済が安定的であったとはいえないこ
とは誰もが否定しないであろう。元来，経済それ
自体が「静態的」よりも「動態的」要因のほうが
現実的な考えに沿うものであることを考えれば，
違和感は生じないであろう。
　これまで筆者は，世界経済の分野における後進
国という「呼称」を，人道的・外交的・軍事的な
諸要因によって変え，発展途上国，それから新興
諸国と呼ばれた国々がどのように「発展」できる
かという点について，「工業化」によってそのこ
とは可能であるという立場で観てきた。今回，そ
の視点からあらためて，本稿を編むことにした。
　大戦後，およそ 65年の長期スパンの中，特に
2012年 12月の時点の経済の動きにポイントを置
いて述べることにする。今からおよそ 65年前は，
アジアの遅れた国々は農業が国の生産力であっ
た。それから時がたち，21世紀には，先進国と
新興諸国の経済構造は天然資源をあまり使用せ
ず，産業構造は，先進国と新興諸国とも，同質構
造になってきていることに注目したい。新興諸国
の経済の実体が「産業構造の同質化」傾向になる
につれて，「経済学」の考え，理論が変わってき
ていることにも注意しておかなければならない。
　本稿は，先に著した拙稿「アジア経済における
「半自走型工業化」ステージへの加速」1）を基本的
論点として，それに新しい視点，また論点の構造
を加えた上で述べることにする。
2．視座
　21世紀に入って，新興諸国の経済状況，特に
「発展」の要ともいうべき《工業化プロセス》を
分析するためには，工業をめぐる経済の状況を察
知することが重要であると考える。この視座の中
で，本稿における論点の核の部分を書き表すこと
にする。その核の部分として，
　① 近年，グローバル化，脱「国境」化が進展
し，このことについての経済学が繰りだされ
てきたことがある。かつて経済・経営の分野
以外からも，グローバル化の問題が問われ，
より世界大として思索され，行動されるよう
になった2），と述べられたことにもあるよう
に，現代ではグローバルということを意識せ
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ン・ショック以前の経済水準を超え，日本経済
は，企業収益がリーマン・ショック以前の段階に
達した。そして 2012年末には，新政権が誕生し，
円高から円安局面へ，インフレターゲット 2％の
目標設定，そして震災復興への取組が 2013年に
向けて始まった。またアジアにおいては，中国を
はじめ，韓国，南アジアのベトナム，インドの経
済成長率は，2011年 11月時点で，それぞれ 8.5％，
5.6％，6.8％，5.6％と好調であった。その後の追
加事項を述べれば，2012年 12月 7日，アジア開
発銀行（ADB）は，「日本など域内先進国を除く
アジア地域全体の成長率見通しを 0.1ポイント引
き下げ，0.6％とした」。5）しかしながら，世界経
済は不安定な状態に置かれている。2010年 4月
にはギリシャの財政悪化からショックが生じ，西
欧の経済が不安定になり，欧州不安が懸念され
た6）。日本経済は「円高・ドル安」状態，世界各
国は輸出増進策から「通貨安政策」（通貨安戦争）
の状態にまで至った。
　一方では，リーマン・ショック後，先進，新興
諸国はそれぞれが「追加経済対策」を打ち出し
た。主として中国政府が 40兆円，日本政府は
1995年以来の「円高是正策」を，アメリカ政府
は富裕層の減税を 12年度より廃止する方針を決
めている。これらの経済要因がアジアの《モノづ
くり》にどう影響しているかを観ることにする。
　② 21世紀を境に《新興国》と称された国々の
経済発展は目覚しいものがある。世界経済の動向
が完全にアジアにシフトした7）。そして《モノづ
くり》もシフトした。アジア経済における《工業
化類型》の第六ステージ，いわゆる筆者が名称を
つけた「半自走型工業化」（仮説であるが）に到
達したことを展開して述べてみることにする。
2012年 12月末においても，この類型の名称は変
化しないし，実体も変わらないであろう。
　③日本の《モノづくり》は，1985年以後，海
外生産拠点化が進み，アジアへの生産シフト，グ
ローバリゼーション下での生産分散工業化が進展
した。世界経済が収縮するなか，日本の一つの生
産・販売戦略をアジア地域で試みられている
「BOP」問題を引用して諸問題を述べてみること
ずにはおられない時代となっている。
　② 世界経済における生産国・消費国の位置付け
が変わったことがある。
　③ それにより「モノづくり」や「モノ」の移転
も大きく変容したと観ることができる。
　④ 新興諸国，特にアジア新興諸国の経済発展
は，「工業化」にあるとして，経済理論は確
立できるのか。
　⑤ 工業化プロセスのステージをどのように観る
のか。
　⑥ 新興諸国をめぐる経済的連結や諸条約等をど
のように解釈するのか。
　⑦ 新興諸国と日本との諸関係をどのように観る
のか。
等々を設定して述べることにしよう。
3─1．要因（1）─世界経済の減速
　2012年 12月末時点における世界経済は，減速
状態に置かれている。ゆえに本稿における時期的
設定は，世界経済・日本経済・アジア経済の動き
を 2009年 9月から 2012年 12月末の期間におい
て，アジア経済における《工業化》のプロセスが
どのように進展したかを観ることを主とするもの
である。その《工業化》の類型を見出すための方
法としては，次にあげる諸要因を検証することで
明らかになるように試みたものである。
　その諸要因としては，以下，①～③として試み
ることにする。
　筆者が，以前，著した論文においても3），次の
諸要因は変化したわけではないと考えている。こ
の度，その後のこの分野の著作物を参考に加えて
著してみることにする。
　① 2011年 8月現在から 2012年末まで，世界経
済は 2008年 9月 14日アメリカリーマンブラザー
ス銀行の倒産の影響によって，世界同時株安を生
じて世界各国が景気後退を余儀なくされるという
影響を受けた。周知のように，100年に一度の，
世界経済が激震を受けた「一大経済事象」が起因
した事柄であった4）。それから 2年が経過して
2011年 11月はじめにはアメリカ経済はリーマ
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あった。同年 10月，アメリカ政府は，7000億ド
ルの公的資金を投入する緊急経済安定化法案を成
立させる策を講じた。しかし，世界からアメリカ
への資金流入の額が大きく，アジア諸国は投資額
が小さかったが，世界金融危機を招来したのであ
る8）。
　アメリカ経済は，2001年には ITバブルが崩壊
したため，その打開策として FRBによる投資促
進策として金利引下げ策等々が実施された。
　世界的に金融危機が拡大するという影響の起因
は，「住宅価格」の上昇とはならず貧困層が住宅
ローン返済不能に陥ったことである。ここで世界
的金融危機の背景については，図表 1を参照。
　サブプライムローンのほとんどは証券化され，
それを金融機関が購入して再証券化され，世界の
金融機関・投資家に販売された。その後，ローン
の返済が滞り，保有株が暴落し金融機関やヘッジ
ファンドが巨額な損失をこうむることになった。
世界金融危機は，証券化，格付け，そして信用リ
スク問題について大きな教訓を残したばかりでな
く，アメリカ政府が「経済刺激法」や「金融救済
法」の対応策をとった経緯があったものの，発生
から 2年あまり，世界の金融収縮，デフレを持続
させる結果になってしまった。
　アメリカの銀行が破綻するほどの巨額の損失，
証券化市場の混乱による株安，金融市場の混乱に
よる貸し出し厳格化，それによって家計の資金繰
りと企業の資金繰りの悪化を招来し，そのことが
個人消費・住宅投資減少，雇用削減・所得減少，
にする。本稿の執筆中に，産業資源のレアアース
問題，G20サミットの韓国での開催があり，ま
た，APEC（アジア太平洋経済協力会議）首脳会
議（加盟 21カ国・地域）が開かれ，「緊密で安全
な共同体」構想の下，共通成長戦略が策定され
た。また TPP（環太平洋経済連携協定）問題も
浮上した。その後，2013年以後の動向について
は，注目すべき事柄が多いと認識しておくべきで
ある。2013年以後，どう動くかにかかっている。
2011年 11月初旬現在，自由貿易に基づく世界経
済の持続的発展を図るための会議の結果，関係各
国が連携を図りながら，具体化されることが期待
される時になっている。今後，世界の経済が波を
打って動くのか，殊に工業品（製造業の動向）に
注目しなければならない。本稿においても，触れ
てみることとする。
3─2．要因（2）─新興諸国経済の発展と台頭
①  2008年リーマン・ショックと 2010年ギ
リシャショック
　2007年 8月，サブプライムローン問題による
米住宅バブル崩壊に端を発し，サブプライムロー
ンを組み込んだ証券化商品の価値が下がり，損失
を抱え込んだ金融機関が揺らぎ，信用を第一にし
た金融市場が機能不全に陥った。その一年後の
2008年 9月 17日，リーマン・ブラザース（154
年続いたアメリカの有名銀行）が破綻した。世界
史における 100年ぶりと評された一大金融危機で
図表 1　金融危機は実体経済悪化の第二幕へ展開
金融危機の深刻化
証券化市場
の混乱
主要銀行
の巨額損失
家計の資金
繰り悪化
企業の資金
繰り悪化
貸出態度
厳格化
株安
健全性低下
CP市場を
含めた直接
金融市場混乱
業績悪化
設備投資減少
雇用削減
所得減少
個人消費・住宅
投資減少
景気下押し
出所：足立茂「世界的金融危機の背景─展望と今後の課題─」日本貿易学会東部部会
配布資料より引用，6頁，2009年 1月 24日。
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的事柄は，世界経済における日米欧の先進国とア
ジア新興国の経済力の差異をますます明らかにし
ている。
②世界金融危機以後のアジア経済の変容と回復
　アジア経済の見通し（〈2010年上半期　世界経
済報告〉）11）によれば，中国は，2008年 11月に発
表されたインフラ投資を中心とする 4兆人民元規
模対策や，自動車・家電を対象とする消費刺激策
等の効果もあり，景気は内需を中心に拡大してい
る。先行きについても，欧米の景気回復が緩やか
なことから輸出（中国のアメリカ向け輸出は
65％）は力強さに欠けるものの，引き続き内需が
堅調に推移すると見込まれることから，拡大傾向
が続くとみられる。
　インドでは，景気は内需を中心に回復してい
る。先行きについては，引き続き内需が堅調に推
移すると見込まれることから，回復傾向が続くと
みられる。
　韓国（2010年 11月現在は GDP成長率 5.6％，
世界第 4位と報じられる），台湾，ASEANをみ
ると，景気刺激策の効果や中国向けの輸出の増加
もあり，総じて景気は回復している。
　先行きについては，引き続き中国向けの輸出が
堅調に推移するとみられることなどから，回復傾
向が続くと見込まれる。ただし，これらの国は，
国内市場が小さく，輸出の名目 GDPに占める割
合が高く，また，欧米向輸出の回復に依存してい
る部分が大きいことから，本格的な回復は，欧米
経済の回復（その後，2010年 11月 16日には，
アイルランドの財政危機，22日には EU・IMF
が 10兆円融資決定，ポルトガルの危機的状況が
あり，西欧経済危機の再燃が取りざたされてい
る）と歩調を合わせたものになると見込まれる。
参考までに，アジア各国で危機回避に向けてとら
れた「景気刺激策」をあげておこう。この各国の
採用した策については，注 1の拙稿を参照しても
らいたい。
　それに加えて，国際機関の見通しをみると，中
国は 10年に 9～11％台，インドは 8％台へと 09
年から成長率を高める見込みとなっている。その
他のアジア地域についても，インドネシアは 5～
企業の業績悪化・設備投資減少などを引き起こし
て，金融危機以後デフレへ進展し，世界の景気は
大変な低迷を続けることになったのである。
　リーマン・ショックは，かつての経済的ショッ
ク以上に経済への教訓と課題をもたらした。金融
危機後，主として景気浮揚のための「景気追加
策」，そして① CDSの清算機関の設立，②金融監
督のあり方の見直し，③ BIS自己資本比率規制
の見直しが行われた。しかし，それぞれの専門家
の間でも，意見が分かれている。事実，経済的打
撃は大きかったし，ある者は，今後 10年は先進
国の経済は低迷するのではないかとも発言してい
る。
　2008年から 2年間には，もうひとつの経済的
な危機が発生した。それはいわずと知れたギリシ
ャショックだった。ギリシャ財政危機9）の経緯に
あるように，2010年 4月 23日，政府が正式に支
援要請したことから危機にあることが表面化した
のである。当時，ギリシャ財政の大赤字が根本の
原因と指摘され，市場規律，統計の信頼性，ユー
ロ単一通貨下における輸出競争力の維持，そして
最適通貨圏の要件─①域内の他の国々との労働
力移動が活発であり，賃金の伸縮性が高いこと，
②貿易面における開放度が高く，域内取引が活発
であること，③域内の他の国々と経済動向が類似
し，ショックによる影響が対称的であること，を
どのように考えるかという教訓をもたらすことに
もなった。ギリシャショックの後，ドイツの経済
力は依然として強く，オランダは経常黒字を維持
している一方，スペイン，イタリア，ギリシャ等
で経常赤字が続き，世界のワースト 5には，この
スペイン，イタリアがそれぞれ 3位，ギリシャが
ワースト 1位となってしまっている。アジア経済
に与えた影響は，地勢的・経済的関係において軽
微のもので済んだ。そしてユーロ圏の域外輸出
は，2010年半ばには，中国向けが好調であるが，
ユーロ減価が続いており，「ユーロ安」が為替市
場に不安定性をもたらしている。したがって，日
米欧の景気回復は鈍く，アジア経済の好調さが目
立っている10）。
　リーマン・ショックとギリシャショックの経済
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おいて，問題が指摘されないわけではなかった。
中国国内の投資加熱・過剰によるインフレーショ
ンへ突入する懸念であり，住宅価格の上昇で内需
加熱状態，労働賃金の上昇の懸念である。そして
順不同であるが，人民元の切り上げ圧力12）─
「08年 7月頃より，人民元の名目為替レートは，
ドルに対して事実上ペックしており，1ドル＝
6.82人民元程度の水準で推移している。この点に
ついて，特に対中国の貿易赤字が 2,268億ドル
（09年実績）と大きいアメリカ等で人民元切り上
げを求める動きがある。そして人民元の過小評
価，それによる輸出主導の経済の促進という見
方，中国は，人民元為替相場形成メカニズムの具
体的改革措置については，国際経済情勢の発展・
6％程度と 09年から成長率を高め（2010年 11月
現在，GDP成長率 5.4％と報道された），その他
の国・地域では，09年のマイナスないしゼロ近
傍の成長率から 4～8％台のプラスへと大きく回
復の見込みとなっている（図表 2・図表 3・図表
4参照）。アジア経済は総じてこうした方向で成
長率を高めていくものと見込まれる。
　前述したように，二つのショック以後，アジア
の経済の足取りは，回復基調にある。東アジア
は，完全な成長エンジンになり，西欧の経済もア
ジア経済の発展を軽視できないほどになってきて
いる。中国は世界経済の中で日本を越えて第 2位
に躍り出た。2008年の北京オリンピック開催に
よる景気高揚，2010年の万国博開催，その後に
図表 3　もたつく先進国と活況の新興国で明暗が分かれる
出所：日本経済新聞，2010年 9月 14日朝刊から引用。
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図表 2　アジア各国の実質経済成長率の見通し
（前年比，％）
IMF
（10年 4月）
ADB
（10年 4月）
ADB
（12年 12月）
世界銀行
（10年 4月）
2010年 2011年） 2010年 2011年
2012年
（10月）
2013年
（10月）
2010年 2011年）
中国 10.0 8.9 9.6 9.1 7.7 8.1 9.5 9.7
インド 8.8 8.4 8.2 8.7 5.6 6.7 ─ ─
韓国 4.5 5.0 5.2 4.6 ─ ─ ─ ─
台湾 6.5 4.8 4.9 4.0 ─ ─ ─ ─
シンガポール 8.9 6.8 6.3 5.0 （6.1） （6.7） ─ ─
タイ 5.5 5.5 4.0 4.5 ─ ─ 6.2 4.0
マレーシア 4.7 5.0 5.3 5.0 （5.9） （5.8） 5.7 5.3
インドネシア 6.0 6.2 5.5 6.0 ─ ─ 5.6 6.2
出所： 『世界経済の潮流　2010年　Ⅰ〈2010年上半期　世界経済報告〉』第 3─3─2，72頁から引
用，内閣府，2010年。この表には，OECDの見通しを除き，2012年 12月 7日発表された
ADBの最新の数字を加えて作成した。
※ ASEAN5カ国とは，インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール，タイの国々である。
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るには，外国の力を借りる必要があった。まず資
本規制緩和によって外国資本が導入され，それが
《成長のエンジン》になり，1997年 7月，アジア
通貨危機を招来するものの，発展しているとみ
る。世界における販路の拡大も大きかった。以
後，グローバル化，アジアの地域統合，アジア共
同体構想，FTA，EPA，そして TPP問題と世界
経済のフレームワークが，アジア経済にとってす
べてが良いとはいえないが，追い風になっている
ことも否めない。
　そもそも産業（工業）政策には学際的に基本的
な考え方がある15）。経済政策分野で取り上げられ
る，また国際経済政策・マクロ経済政策分野で体
系化して科学化されるものである。産業政策は，
政府がある産業を選び，その産業の構造やその産
業で活動する企業の行動に対して介入することで
ある。産業政策が必要となるのは，厚生経済学の
定理の前提条件が成立せず，効率的な資源配分が
達成できないとき，すなわち，市場の失敗がある
ときである。
　よって，産業政策の必要性は以下の 4つに分類
される。
　（ⅰ）外部性のある経済活動への対処
　（ⅱ） 私的財以外のさまざまな財の市場（公共
財，共有資源，自然独占）への対処
　（ⅲ）情報の不完全性への対処
　（ⅳ）市場支配力への対処
変化と中国経済の状況に基づいて統一的に考える
という立場の相違があって13）」─難問題となっ
ている。中国経済は，こうした問題を内包しなが
ら，かつては“政冷経熱”と評されたが，経済面
は当分，順調に推移していくものとみて良いだろ
う。他の国々のアジアは，アジアの年間 GDP成
長率の面からも，およそ 5～6％の見通しどおり
に，実際の数字が報道されている。
4─1． 工業化プロセス・ステージの類型と変
容
①アジア地域の工業化
　過去，アジアで唯一，宗主国であったタイ国を
例にとれば，今から 40年前には農業国であった。
現在，政治的に不安定な状況にあるものの，アジ
アでは優等国となったとみられている。タイ国の
事例は一例14）である。アジア経済の発展につい
ては，多くの著作物があり，実務的研究も多くな
されている。第二次世界大戦後のアジア経済は，
地勢的な問題に揺れながら，植民地主義，新植民
地主義，封建体制，ナショナリズムなどの諸問題
に翻弄されて，政治・社会・経済のそれぞれの諸
要因が重層的になって，発展の道筋がみえなかっ
た。遅れた経済を発展させるには，工業国の道を
歩むことがアジア地域の国々に浸透していき，工
業化政策がとられるようになった。それを実行す
図表 4　世界の市場拡大規模
出所：World Economic Outlook Database, April 2010.
経済産業省『産業構造ビジョン　2010』「図 1─1─2　世界の市場拡大規模」
8頁より。
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周知のように，①農業の基盤が減少してきてい
る，②過去には，品種の改良，土地改良，インフ
ラ整備の向上があり，③グリーン革命など農業の
近代化が進んだ。他方では，（ア）産業（工業）
の比率が高まった，（イ）先進諸国の産業構造と
同質になってきている，（ウ）研究開発，技術ギ
ャップ縮小，（エ）グローバル化など世界経済の
成長など経済環境の変化，（オ）社会的チェンジ
や生活様式の変容などにより，産業（工業）が農
業を上回ることになった。アジア地域において
は，産業（工業）の発展が優位にあることによっ
て，農業分野が遅れをとってしまっていると指摘
されてもいる。2006年はアジア諸国にとって大
きなエポックとなった。6月にはアジア共同体構
想，アセアンプラス 4，そして現在問題となって
いる TPPが 2008年にはアメリカを含む 4カ国で
練り始める時期の年度であった。農業と産業（工
業）の生産バランスのとれた経済発展が求められ
るようになったといえる。
4─2．「半自走型工業化」ステージへ
①第一ステージから第五ステージの工業化
　工業化発展パターンの類型化ついては，私見で
はあるが，すでに拙稿がある。それをここでは引
用することにしよう19）。
　（1）農・工業化ステージである。伝統的社会内
の農業の工業化・工業の工業化を図り，自国内の
工業化が図られた。この時期は，伝統的な農業と
伝統的な工業が併存した経済構造にあり，原材料
の調達は自国内で行われた。未成熟・未組織のま
ま，未熟練な技術が残存し続ける。その後，次第
に植民地本国からの資本や技術の導入を図る諸々
の政策が採用された。
　（2）輸入代替工業化ステージ。用語は，後進
国，20世紀末からは発展途上国と称される。こ
のステージでは，極めて輸入比率が低い。それと
は反対に，中間財や資本財の輸入比率が高い。い
わゆる「輸入≧輸出」経済構造の典型的パターン
を示している。それゆえに，中間財と資本財を輸
入して「国内生産」の向上に努めるという様式で
　それでは，産業政策により厚生経済が高まる可
能性があるとして，どのような対策があるのだろ
うか。以下の 4つに分類される。
　（ⅰ）産業育成政策
　（ⅱ）公的供給（国や公企業による供給）
　（ⅲ）規制政策（経済的規制と社会的規制）
　（ⅳ）独占禁止政策
　これらのことは，近年における産業（工業）政
策である。旧く工業化アプローチは16），（ⅰ）産
業育成政策および（ⅱ）公的供給（国や公企業に
よる供給）そして（ⅲ）規制政策（経済的規制と
社会的規制）の対策が強く打ち出された。（ⅳ）
独占禁止政策にかかわる対策は為政者側の巧みな
政策としてとられていたとみられる。
　産業（工業）は，つねに最新にして効率のよい
産業（工業）形態を保持することに主眼が置かれ
ている。産業（工業）育成政策は，現行の国民経
済構造の一部分として作用するほかに経済開発の
更なるステップにも適合するものでなければなら
ない。動態的な経済を想定して消費財供給，投資
財供給，生産活動の躍進，輸出の促進など市場メ
カニズムとのかかわりの中において工業化が推進
されるべきである17）。
　今日，アジア経済においては，過去 60数年間，
発展の速度には減速もあったにもかかわらず，結
果的には経済の実体がうまくかみ合ってきたもの
と考える。
②農業と工業化
　アジアの農業問題も大きく揺れている。今の時
代に近づくほど，アジア地域の産業構造は変容し
つつあるが，かつては農業生産力を基盤にしてき
た国々である。「タイの GDPは 1987年から 1996
年の間に年率 15％で成長した。非農業部門の成
長率が 16％であるのに対して，農業部門の成長
率は 10.6％で，GDPシェアを 15.7％から 11.0％
に減少させた。これは他の途上国と同様，経済の
工業化に沿った動きである」。18）これは，農業部
門がWTO加盟にどのように対応するかのレポー
トで，アジア地域がこの時点で工業化の比重が高
くなっていったとみることができる。
　タイ国の一例をみた。アジア諸国の工業化は，
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経済にとってマイナスになった。投資型産業（電
気・電子産業）が資源型産業を凌駕しつつあるこ
とになった。
　（5）回帰・分散型工業化である。このステージ
は，1997年 7月，アジア通貨危機（タイ国のバ
ーツ下落を起因とした）以後，生産現場が先進国
に回帰した，また世界各地に生産現場が分散した
現象を称したものである。1．この時期，日本は
世界デフレからアジア地域に生産拠点を移し始め
た。2．アジア各国の国内需要が回復した。日本
産業は，国内では高難度の製品の増加，海外では
汎用品の製品の生産という体制。3．「技術の不可
逆性」により，途上国の工場設備が旧くなった。
4．次世代製品が伸びる代わりに，中古市場も活
況を呈した。5．先進国の工業品と途上国の工業
品が同質化した。6．途上国の「安価な労働力」
を求めて工業生産基地が「分散化」した。7．モ
ノの移転が，資源という要素賦存の割合ではな
く，費用のかかわりで動くことが鮮明になった。
8．当時，FTA交渉が進展し，自由貿易が進展し
始めていた。
②第六ステージの提唱
　筆者は，この第六ステージに「半自走型工業
化」という名称をつけたい。2010年代には，す
べてのアジア地域の国々がそうであるとはいえな
いが，新興国の工業化ステージは，この第六ステ
ージに到達しているとしたい。
　筆者は，工業は，軽工業・重工業・重化学工業
と大別することをせずに，あらゆる工業生産組織
が一国内でどれだけ中間生産物・最終生産物を作
り出すかを視点に置いて，工業化のステージを，
工業化の類型を見出そうとする接近方法を考えて
いる。次のように，順次，述べてみよう。主要点
は，（ア）リーマン・ショックから 2年，先進諸
国の経済もそれ以前の経済水準に戻ったとはい
え，依然として，欧州経済不安が残っている。ひ
とつの例をみてみよう。
　自動車市場でみると，世界の構造変化が一段と
はっきりする。米調査会社によると，世界の自動
車販売台数はリーマン・ショック後にピーク時に
比べて 15％落ち込んだが，10年 1～6月期には 2
あった。輸入代替工業化は，「国内需要の大きさ
と力」に依存していたため，それほど高度な産業
（工業）の発展は望めなかった。したがって，生
産性は高くならず，生産比率も悪く，リーディン
グ・セクターが育ちにくかった。そのためにこの
工業化は「内向け」の工業化であったのであり，
工業製品輸入を「国内生産」によって代替してい
くという方式であった。
　（3）輸出志向工業化ステージ。アジアの新興工
業経済群 NIESが高い経済成長を達成する。続い
て，ASEAN諸国においても，輸出志向工業化の
波に乗った。産業（工業）の発展の源は，「標準
化技術利用の優位性」が「後発国の利益」（ガー
シエンクロン説）を享受する経済構造が構築さ
れ，工業化比率の高まりとともに，全体の経済が
発展した。このステージにおける産業（工業）品
の多くは，合繊を中心とした繊維品，電気製品，
電子部品などであり，加工貿易であった。「標準
化技術」の導入を通じて「国際的下請け」として
位置づけられた。技術導入が盛んとなり，「技術
移転」「技術移植」が行われた。その結果，鉄鋼，
石油化学工業も伸張し，工業政策も戦略も変化し
た。業態も，乗用車，大型産業機械，半導体，コ
ンピュータ，産業電子機械，プラントなどこれま
で先進国の専売特許であった「戦略産業」分野と
競合するようになった。
　（4）非資源ベース型工業化ないしは相互依存型
工業化ステージである。このステージの背景に
は，1980年代後半から日本，NIES，ASEAN諸
国を含む西太平洋地域における工業化である。例
えば，数的な根拠で示せば，1983年以降の製造
業の「業種別生産構成表」からである。電気（電
子を含む）の生産は，1990年前年比 32.1％，91
年同 31.2％と，平均を上回る伸び率を示してい
る。ほかの例では，基礎金属を主とする金属・機
械工業の産業高度化が進展した。これらの工業の
シェアは，1980年 38.5％から 92年には 60.5％に
なった。この時期，先進諸国は「産業ハイテク
化」による省資源化，P. F. ドラッカー説の「ア
ンカプリング現象」により，途上国は技術不足や
国内貯蓄不足，そして国内産業の未熟成化が国民
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　2010年時点で，この欄内の A⊇ Dの動きがあ
ることを指摘したいのである。
　（オ）欄内に記したモジュール化現象が急速に
起こっている。オープン化された共通の方式にお
いて技術のキャッチアップが容易になった21）。ア
ジア諸国の産業は，発明・発見→生産適用→生産
→中間生産物・最終生産物のプロセスのうち，中
間生産物をアセンブリーして，開発費の節約，安
価なコスト（生産費用の引き下げ）を企図し，最
終生産物を市場に出荷している。このことが消費
市場でも受け入れられているからである22）。
　（カ）国際貿易理論における伝統的理論，へク
シャー＝オリーンの定理から近年まで，ストルパ
ー＝サミュエルソンの定理→リプチンスキーの定
理→要素価格均等化の定理と変わってきており，
生産の要素─資本・労働・土地・技術─も
額・質・移転・進歩の面で大きく様変わりしてい
る。
　（キ）最新の研究においては，「産業集積」につ
いて，グローバル経済における一国内の動向が綿
密な形で研究されてきている23）。ここでは実証で
きないが，アジア各国が自走型工業化プロセスに
入っているとみたいのである。しかし，国内工業
が自力で走行するまでには至っていない。そこ
で，「半」自走型工業化とみたいのである。
5─1． 日本（域内先進国）と新興諸国との連
結関係
　日本の製造業は，1985年，海外生産拠点化を
進展させた。その結果，国内では産業空洞化問題
が起こった。その後，アジア地域の製造業は，部
品・加工産業等によるサポーティング・インダス
トリーの力関係，フルセット型の工場移転や技術
伝播を益して伸張してきた。世界経済のデフレ不
況による先進諸国の消費低迷，為替の変動，そし
て製品の価格低下などの経済的影響があって工業
生産比率が上昇し続けてきたといえる。発展途
上・新興国のキャッチアップが激しい局面に立た
された日本は，『産業構造ビジョン　2010』（産業
構造審議会産業競争力部会報告書，経済産業省 
年前の同水準まで回復した。これを支えたのが中
国で，同期の新車販売台数は 2年前比 7割増の約
900万台となった。国際通貨基金（IMF）による
とドル換算した 10年の名目国内総生産（GDP）
見通しは世界合計で 61兆 7800億ドル，2年前に
比べて 5600億ドル程度増。内訳をみると，先進
国は 7100億ドル減の 41兆 5600億ドルだが，新
興・途上国は 1兆 2700億ドル増の 20兆 2200億
ドルだった20）。
　（イ）2010年 11月に表面化した「通貨安競争」
問題である。先進国において，アメリカは過去の
過剰消費に伴う個人などの債務，欧州は金融シス
テム不安，日本は構造的デフレ圧力の状況にあ
る。日米欧は，合計約 1兆ドルの需要不足（供給
過剰）状態との試算もある。
　（ウ）前述の（イ）の経済的影響により，2010
年末，米連邦準備制度理事会（FRB）のビンセン
ト・ラインハート元金融政策局長とその妻のカー
メン・メリーランド大教授の共作論文「崩落の後
で」により，過去の大不況などから類推しても，
金融危機後の経済低迷は 10年続くと指摘された。
2010年 11月 22日にはアイルランドが EU・IMF
に金融支援を要請したとのニュースが流れた。西
欧の金融不安が世界の景気を下げる要因になりか
ねない。よって，前に述べた今後の世界の不景気
説のように，今後 10年は不況になる。またこう
した経済の低迷から推測すれば，極端にいえば，
アジアに工業生産の増大のチャンスがしばらく続
くということができよう。
　（エ）第二次世界大戦以後，数十年間，先進諸
国（Advanced Countries）と発展途上・新興諸国
（Developing Countries）との生産諸関係（先進諸
国を A，発展途上・新興諸国を Dと表記する）
には，次の欄内のような動きがあったとみられ
る。
A　⇔　A　　（先進諸国間の工業生産関係）
A　⇒　D　　（先進諸国と発展途上諸国間の工業生産関係）
D　⇔　D　　（発展途上諸国間の「産業内貿易」「生産関係」）
A　⊇　D　　 （途上諸国が中古市場化，先進国の先端技術増
進および移転，モジュール化現象）
（本文章における内容・文意に沿って，筆者作成）
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5─2．経済発展における科学技術の役割
　日本（域内先進国）とアジアの科学技術の差
は，一般論として，まだまだ差があるといわれ
る。しかし，アジアの技術水準は確実に先端技術
の水準に近づきつつある。いつの時代も「現代は
技術に支えられた工業生産力中心の経済時代であ
り，技術時代である。そのため土地（自然資源），
労働，資本に加えて，技術を第四の生産要素に加
えようとする者もあるほどだが，しかし技術は生
産力発展の動因となるものであって，生産の要素
ではない」。27）このフレーズは，だいぶ前のもの
である。経済学的には資本蓄積，人口増加，技術
進歩を経済発展の原動力にしていた旧い時とは異
なって，現代では技術についての分析が高度・精
密になっている。①教育水準，②科学技術研究
費，③研究費の政府負担率，④知的所有権，⑤技
術移転，⑥科学者・化学者の数，⑦研究レベルと
実効貢献度などによって測られる。ともかく，日
本からみるアジア政策は，「わが国の企業がどの
分野，どの地域向けの財・サービスで比較優位を
持つかは，……アジアに進出し，複雑なサプライ
チェーンを築いており，……アジアの内需重視が
狭隘な地域主義につながらないよう留意……価格
競争に巻き込まれる……政府の役割……国際標準
……リーダーシップの発揮，知的財産の保護へ向
けた国際協力，企業研究開発の支援などの環境整
備……我が国におけるビジネスコスト削減や高度
人材へのアクセス改善などを通じ，対内直接投資
を含めてヒト，モノ，カネの相互交流を拡大させ
る必要が」ある28）。これらの指摘があるように，
加えていえば，研究者人材育成を基盤に，（ア）
技術の不可逆性の特性を生かす，（イ）モジュー
ル化現象下における研究開発の推進を柱にアジア
地域より優位にあることを知っておくべきであろ
う。また技術の高耐久財化・高技術多用化なども
具現化されるべきであろう。今後しばらくは，日
本とアジアの技術開発のギャップは「ハイテク」
と「ロウテク」にあり，アジアは「ハイテク」と
のギャップを詰めて，「ロウテク」産業（工業）
編）で日本の産業を支える横断的施策を示してい
る。この中で「4つの転換」すなわち，要約して
引用すれば，第一，世界水準のビジネスインフラ
の実現に向けた取組─特に「法人税改革」と国
際競争力への対応策─，第二，企業自らによる
ビジネスモデル変革─特に「モジュール化」と
「グローバル化」への対応─，第三，研究開発
や生産の「現場」を強化する取組，第四，企業活
動を支え，成長を促進する共通基盤の整備であ
る24）。アジアにおける生産力の向上に対する日本
の対応力が「アジア脅威」ということではなく，
日本とアジアの持続的成長のため協調性のある対
策が求められている。
　日本の製造企業が抱えた諸問題は，参考文献に
あげた諸見解に沿う形で示すとすれば，従来は，
〈ピラミット構造垂直統合・自前主義〉［セットメ
ーカー］：擦り合わせの生産性向上で，同業種間
切磋琢磨のかたち［部品・製造装置メーカー］：
強いセットメーカーに鍛えられて，ともに発展し
た。現在では，［セットメーカー］は，①世界の
ビジネスモデルへの変化の潮流に，また②成長新
興国への対応についていけず，世界市場のシェア
を喪失してしまっている。［部品・製造装置メー
カー］新興国企業との果てしない生産コスト競争
により疲弊し，賃金が上昇しないという低迷状況
にある。セットメーカーが負けると，一周遅れで
共倒れのおそれが生じる25）。よって日本企業がア
ジア企業にどう対処するかにかかっている。これ
らの中において，アジア地域の企業と日本企業が
対応するには，いろいろな論議があるように，先
の「法人税の引き下げ」問題であり，日本には，
政府の歳入の関係で難しい判断が，この点でも，
求められている。
　またここでは，詳述しないが，今後，どうなる
かの問題として，ボリュームゾーン「BOP」（Base 
Of Pyramid）問題がある。
　日本企業が，アジア地域の消費が富裕層・中間
層・低所得層の 3極あるとして，中間層をターゲ
ットにして，販売戦略を増強しようとすることで
ある。この点も，日本とアジアの先行きをみる諸
要因の重要なひとつになるだろう26）。
10
再論：新興諸国における工業化プロセスの進展
茂登・藤澤武史・嶋正編著　『グローバルビジネス戦略の革
新』同文舘出版，2007年，第 7章参照。
3）長谷川義正著「第 11章　アジア経済における「半自走型工
業化」ステージへの加速」『地球環境時代の経済と経営』和
光大学経済経営学部創立 45周年記念論文集『和光経済』
2011年。
4）2008年 9月，この時の「世界金融危機」を称して，「100年
に一度の危機」とグリーンスパン米連邦準備制度理事会＝
FRB＝前議長が名づけた。
5）足立茂「世界的金融危機の背景─展望と今後の課題─」日
本貿易学会東部部会配布資料，2009年 1月 24日。
6）高谷定美著　『欧州危機の真実』「第 3章第 3節　ギリシャ
問題はなぜ発生したか─統計疑惑から財政危機へ─」，東洋
経済新報社，2011年，参照。
7）岩田一政・浦田秀次郎編　『新興国からの挑戦』日本経済新
聞出版社，2011年。
8）詳細については，政策統括官室（経済財政分析担当）『世界
経済の潮流　2010　Ⅰ〈2010年上半期　世界経済報告〉』
「第 1章第 4節 2．ギリシャ財政危機とコンティジョン　3．
ギリシャ財政危機の根本的な原因と教訓」187～222頁，内
閣府，2010年。
9）前掲書「第 3章　世界経済の見通しとリスク　第 3節　ア
ジア経済の見通しとリスク」361～364頁参照。
10）前掲書「第 3章第 3節」71頁，および日本経済新聞朝刊 
11月 14日付。
11）前掲書「第 3章第 3節」71頁。
12）前掲書「コラム 1─5：人民元切り上げの影響」55～58頁。
13）関志雄／中国社会科学院中国社会社世界経済経済政治研究
所　『人民元切り上げ論争』東洋経済新報社，2004年，参
照。
14）長谷川義正著「アジア途上諸国の工業開発と投資─タイ・
マレーシアの事例を中心にして─」日本貿易学会年報
『JAFT』第 35号，1998年，およびアジト・K. ダスグプタ
著，長谷川義正訳　『経済理論と発展途上諸国』第 11章，
学文社，1996年。
15）山口三十四ほか著　『経済政策基礎論』「第 5章　産業政策
　1．産業政策とは　2.～6.」参照，93～13頁，有斐閣ブッ
クス，2006年。
16）長谷川義正著「発展途上諸国における工業投資の諸形態と
動向（一）工業化政策アプローチ」『和光経済』第 8巻第
1・2号，1975年，154～159頁。
17）松尾弘著　『工業経済の理論と政策』156頁，評論社，1996
年，および Murray D. Bryce, Industrial Development─ A 
Guide for Accelerating Economic Grouth, 1960, p. 282. （『工業
の開発』阿部統・倉又孝，1965年）参照。そして次のそれ
ぞれの著書が参考になる。熊谷智徳著　『東南アジアの日本
企業の工業生産』放送大学教育振興会発行，1995年「15．
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行，2007年。
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巻第 5号，50頁，農林統計協会，2000年。
19）長谷川義正著「第 9章　アジアにおける生産拠点の移転プ
ロブレム─その回帰現象と分散現象─」飯沼博一編　『国際
の生産力を上昇させるだろう。
6．おわりに
　本稿は，第二次世界大戦後，アジアの経済発展
の「成長のエンジン」となってきた産業（工業）
プロセスと工業化類型を明らかにしようと試みた
ものである。今日，アジアの経済は，世界経済の
中でアジアの国々が世界の GDPで計測すると，
上位にランクされている。かつての後進国が「発
展途上国・新興国」として台頭してきている（図
表 2参照，特に ADBの項目の数字について）。
いまアジアの経済が，先進諸国があえいでいる経
済状態にある中で，発展をしているのはどのよう
な理由があるのか。ある人はこの方法で，ある人
はあの方法で，と切り口，接近方法は異質なもの
になろう。この稿においては，工業化類型とプロ
セスが，①のステージから⑤のステージまで進展
していることを確認し，⑥のステージ，すなわ
ち，半自走型工業化ステージに到達したというこ
とを述べたものである。
　それにしても，生きている経済そのものに変
化・変容はつきものといえる。本稿が掲載される
以前の 2012年末までには，中国リスクの発生
（反日デモと領土の諸問題）と中国政権の交代，
韓国の新政権の誕生，米国の大統領の再選，そし
て日本における新政権の誕生，と 2013年に持ち
越しの案件などが今後どのように動くかに注目し
ていきたい。
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